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はじめに 
現在、我が国には公益社団法人リース事業協会加盟企業だけでも 248 のリース事業者が存在し、リ






















                                                          
1 「リース統計（2013 年度）」（公益社団法人リース事業協会）、1 頁、  
https://www.leasing.or.jp/press/toukei/14/04.PDF、(アクセス日：平成 26（2014）年 10 月 30 日)。 
2 同統計。 
3 公益社団法人リース事業協会が、2002 年 9 月に金融庁の EDINET により有価証券報告書を開示する 1,319 社の
連結財務諸表及び個別財務諸表（2001 年 5 月期～2002 年 6 月期）を調査したところ、所有権移転外ファイナンス・
リース取引の処理方法は、連結財務諸表で日本基準を採用している企業（1,081 社）のうち「売買・金融処理」が
0.3％（3 社）に対して「賃貸借処理」が 99.8％（1,264 社）となり、個別財務諸表において処理方法の記載のあ
る企業（1,266 社）については、「売買・金融処理」が 0.2％（2 社）に対して「賃貸借処理」が 99.8％（1,264 社）
となっていて、ほとんどの企業が「賃貸借処理」を採用していた。（公益社団法人リース事業協会「リース情報の
開示と「賃貸借処理」削除の影響」 3、4 頁。）なお、当該資料の入手を試みたが入手困難であったため、朝長英
樹『リース税制』 第 2 版、135 頁を引用した。また、「売買・金融処理」とは、朝長氏が、会計上の「売買処理」
を言い換えたものである。 
4 「第 1 章 企業会計におけるリース取引」は、吉田博文・青山伸一・鈴木誠『やさしくわかるリース会計』、企
業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」を参照した。 
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新会計基準第 5 項において、ファイナンス・リース取引とは次のように定義されている。 
 












                                                          
5 民法は次のように規定している。｢賃貸借は、当事者の一方がある物の使用及び収益を相手方にさせることを約
し、相手方がこれに対してその賃料を支払うことを約することによって、その効力を生ずる」(民法 601 条)。 
6 内田貴『民法Ⅱ 第２版 債権各論』 163 頁。 
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法人税法上のリース取引は、法法 64 の 2③に次のように規定されている。 
 









                                                          
7 「第 2 章 法人税法上におけるリース取引」は、朝長英樹『リース税制 第 2 版』、伊藤正彦ほか (リース研究
会)『新リース税制と実務問答 会計基準と減価償却制度の改正を含めて』を参照した。 
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ている。ここでいう「これに準ずるもの」については、基通 12 の 5－1－1（解除をすることができ
ないものに準ずるものの意義）により明らかにされている。 








かを実質的に判定することとなっている。また、フルペイアウトの判定にあっては、法令 131 の 2（リ
ース取引の範囲）②において形式的な要件も設けられている。 
法人税法上も企業会計と同様に、厳密に線を引くのではなく、ある程度の幅をもたせた規定となっ






所有権移転外リース取引は法令 48 の 2（減価償却資産の償却の方法）⑤にその要件が規定されている。 
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－ 61 － 
法人税法施行令第 48 条の 2 第 5 項第 5 号（所有権移転外リース取引） 






























                                                          
8 朝長英樹『リース税制 第 2 版』 225 頁。 
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リース期間定額法は法令 48 の 2①六において規定されている。リース資産に対して適用される減価





























                                                          
9 「リースの本質は「物融」であり、賃貸借契約である｡」との指摘もある。 
植田勝博「ユーザーからみたリース契約の問題点－リースは金融ではなく賃貸借であるとの一試論－」『リース取
引法講座（下）』 311 頁。 
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があることから、昭和 53 年 7 月 20 日、個別通達「リース取引に係る法人税及び所得税の取扱いにつ





                                                          
10 南博方、岩崎政明「リース取引と税金」『リース取引法講座（上）』 302、303 頁。 
11 「第 3 章 リース税制の沿革」は、朝長、前掲書、(註 8)、伊藤ほか、前掲書、(註 7)、及び松田安正『リース
の理論と実務 改訂版』を参照した。 
12 最高裁昭和 43 年 8 月 27 日判決（昭和 40 年行（ツ）第 85 号審査決定取消請求上告事件、REX/DB:21028670）。
第一審・札幌地裁昭和 38 年 3 月 28 日判決（昭和 37 年（行）第 2 号、審査決定取消請求事件、REX/DB:21017420）、
控訴審・札幌高裁昭和 40 年 6 月 28 日判決 (昭和 38 年（ネ）第 110 号、審査決定取消請求控訴事件、
REX/DB:21021570)。いずれも納税者敗訴。当該事案では市条例に基づく譲渡条件付機械使用制度について、賃
貸ではなく割賦販売と判断された。 
13 松田、前掲書 (註 11)、21 頁。 
14 昭和 53 年通達発遣の趣旨より引用。日本税理士会連合会 中央経済社編『法人税取扱通達集 昭和 54 年 1 月
10 日現在』。 
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べを実現していた。このような課税上の弊害を是正する目的で国税庁は昭和 63（1988）年 3 月 30 日、
個別通達 ｢リース期間が法定耐用年数より長いリース取引に対する税務上の取扱いについて」(以下
                                                          






－ 65 － 







平成 10 年度税制改正では、それまでの通達行政を見直すことを目的に、昭和 53 年通達及び昭和
63 年通達の内容を法令化し、旧法人税法施行令 136 条の 3 に規定がされ、その後同施行令を踏まえ




















ァイナンス・リース取引の経済的実態の捉え方は大きく分けて 4 つあるとされる18。第 1 に、賃貸借
                                                          
16 平成 10 年度税制改正において導入された「リース期間定額法」は、国外リース資産に係る減価償却方法であり、
現行の制度上は「旧国外リース期間定額法」として法令 48 に規定されている。 
17 税制調査会「平成 19 年度の税制改正に関する答申 経済活性化を目指して」より引用。 
18 伊藤進「リース取引論と判例法」『リース取引法講座（上）』 36 頁。 
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と見るもの、第 2 に、実質金融と見るもの、第 3 に、賃貸借と実質金融を併有すると見るもの、第 4
に、賃貸借と金融と割賦販売の性格を持つと見るものである。これらの中でも第 1 の賃貸借であると
























済的実態を「金融」であるとした裁判例として大阪地裁昭和 51 年 3 月 26 日判決24、最高裁平成 5 年
                                                          
19 瀬川福美「リース取引を巡る法人課税上の諸問題」『税務大学校論叢 31』 34 頁。 
20 大阪地裁昭和 49 年 10 月 8 日判決、昭和 45 年（ワ）第 2388 号、リース料支払請求事件、REX/DB:27404255。 
21 松田、前掲書、（註 11）、5 頁。 




摘もある。植田、前掲書、（註 9）、298、302 頁。 
24 大阪地裁昭和 51 年 3 月 26 日判決、昭和 47 年（ワ）第 1488 号、同 4342 号、リース料および損害賠償各請求
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－ 67 － 
11 月 25 日判決25、最高裁平成 7 年 4 月 14 日判決26などがある。 




























                                                                                                                                                                  
事件、REX/DB:27404536。 
25 最高裁平成 5 年 11 月 25 日判決、平成 3 年（オ）第 1495 号、損害賠償請求本訴、不当利得返還請求反訴事件、
REX/DB:27824771。 
26 平成 7 年 4 月 14 日判決、平成 3 年（オ）第 155 号、動産引渡等請求事件、REX/DB:27826871。 
27 前掲、東京地裁昭和 56 年 12 月 21 日判決、(註 22)。 
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30 同書、108 頁。 
31 朝長、前掲書、（註 8）、108 頁。 
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32 同書、108 頁～109 頁。 
33 南、岩崎、前掲書 (註 10)、276 頁。 
34 前掲、最高裁平成 5 年 11 月 25 日判決、(註 27)。 
35 朝長、前掲書、(註 8)、158 頁。 
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36 いわゆるリースバック契約の成立が肯定された事例（前掲、東京地裁昭和 57 年 2 月 17 日判決、（註 11））や
リースバック取引を金融取引であると認定した事例（国税不服審判所平成 14 年 7 月 9 日裁決、裁決事例集 64 集
324 頁、REX/DB:26011707）などがある。 
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37 名古屋高裁平成 17 年 10 月 27 日判決、平成 16 年（行コ）大 48 号、申告所得税更正処分取消等各請求控訴事
件、LEX/DB:28102494。 
